


















財務諸表に対する注記

1．重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

原価法によっております。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
原価法によっております。

(3)固定資産の減価償却の方法
該当ありません。

(4)引当金の計上基準
退職給付引当金は職員の退職金の支給に備えるため、給与規則に基づく期末要支給額を計上しております。

(5)リース取引の処理方法
通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

(6)消費税等の会計処理
税込方式によっております。

2.会計方針の変更
該当ありません。

3．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

科 目 前期末残高 当期増加額
基本財産
定期預金

定期預金 52,000,000 

投資有価証券
第168回共同発行市場公募地方債 50,000,000 

小 計 102,000,000 ゜

特定資産
運営安定積立預金 70,174,000 

退職給付引当資産 931,858 61,880 

投資有価証券
第168回共同発行市場公募地方債 51.000,000 

小 計 122,105,858 61,880 
ムロ 計 224 105 858 61 880 

4．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

科 目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

基本財産
定期預金

定期預金 52,000,000 

投資有価証券
第168回共同発行市場公募地方債 50,000,000 

小 計 102,000,000 
特定資産
運営安定積立預金 70,174,000 
退職給付引当資産 993,738 
投資有価証券

第168回共同発行市場公募地方債 51,000,000 
小 計 122,167,738 
ムロ 計 224.167 738 

当期減少額

゜

゜

゜

（うち一般正味財
産からの充当額）

(52,000,000) 

(50,000,000) 
(102,000,000) 

(70,174,000) 

(51,000,000) 
(121,174,000) 
(223 174.000) 
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当期末残高

52,000,000 

50,000,000 
102,000,000 

70,174,000 
993,738 

51,000,000 
122,167,738 
224 167 738 

（単位；円）
（うち負債に

対応する額）

(993,738) 

(993,738) 
(993,738) 






